
1

図6.12 乗用車利用状況

単位:100万台
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出典: GEO Data Portal

UNSD2005を基に編集



2

バングラデシュ

中国

インド

インドネシア

日本

ラオス

マレーシア

モンゴル

ミャンマー

ネパール

フィリピン

シンガポール

スリランカ

タイ

ベトナム出典: Terazono

他 2005

図6.20 アジア諸国の1人当りの都市ゴミ発生量
Kg/人/日



3

責任ある消費者の選択要素

個人のニー
ズと希望

製品とサービ
ス

権利と義務
集団のニー
ズと要望

価格と費用

リスクとベネ
フィット

購買力と資
源
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象徴的コミュニケーション
-帰属性
-人気
-適時性
-権力

経済性
-費用
-個人予算
-国内および国際経済への

影響

エコロジー
-持続可能性
-汚染要因
-省エネ要因

技術知識
-製造
-保守
-修理と交換

ICT（情報通信技術）
-活用と活用度合い
-目的と効果
-副作用と結果

健康と安全
-影響の大きいリスクまた

は健康に関する情報
-サポートまたは支援の可

能性

消費者行動
-ブランド価値
-広告の影響
-静的または変動的
-合法または非合法

社会的側面
-多数派または少数派の

ライフスタイル
-両親または他者の支援

が必要
-対立/衝突の発生

歴史
-伝統的またはモダン
-地域または国際的
-社会福祉のレベルに依

存

材料
-ユーザーに優しい
-副作用

製品デザイン
-個性的または標準
-柔軟または既定

製品

サービス



5



6

消費者市民社会のメリット

-あらゆるレベルにおいて一貫性のあるより良い政策

-決定権者との距離が短縮、かつ早期化

-合理的な影響力行使の機会の増加

-予期せぬ事態に対する社会およびマーケットの回復力の増大

-全関係者の信頼性および個人の統合性の向上
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提言のロードマップ

1. 教育機関は日常の管理のなかで消費者市民社会の優先事項を確実に反映さ
せること

2. 従来のカリキュラムに、消費者市民教育に関するテーマ、トピック、モジュール、

コースおよび学位を盛り込むこと

3. 消費者市民社会関連分野の教育研究を奨励すること

4. 研究者、講師、教師指導者、社会経済関係者およびステークホルダー間の関係
を強化すること

5.消費者市民教育の統合アプローチに向けて各種分野の専門家間の協力を強化

すること
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6.消費者市民教育分野における国際的、未来志向的および建設的視点を強化する
ための教育および教師指導を促進すること

7.消費者市民教育に関連した創造的で、批判的で、革新的なアイデアに対する努
力に報いること

8. その現地の知識の重要性を尊重し、多様なライフスタイルを認める消費者市民

教育を行うこと

9.消費者市民教育の統合側面として異世代間学習を促進すること

10. 社会との関わりおよび地域社会への奉仕を通じて、理論研究の実践応用の機
会を提供すること
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ありがとうございました !


